






































































































































































































































































































































































































選挙管理委員会の設立方法 2002年 2005年 増加率
村民会議の推薦 42.7％ 39.6％ －3.1
村民小組の推薦 14.1％ 8.7％ －5.4
村民代表者会議の推薦 37.8％ 42.7％ ＋4.9
党支部の推薦 17.8％ 4.0％ －13.8
前期の村民委員会の推薦 3.3％ 1.3％ －2.0






候補者の推薦 2002年 2005年 増加率
予備選挙（中国語は「海選」） 36.5％ 55.7％ ＋19.2
有権者の連名推薦 33.6％ 16.9％ －16.7
自己推薦 17.8％ 3.2％ －14.6
党支部または他の組織の指名 15.8％ 4.0％ －11.8
上級政府の指名 4.6％ 0.5％ －4.1
村民小組または村民代表者会議の指名 36.1％ 16.6％ －19.5







正式候補者の決定 2002年 2005年 増加率
予備選挙（中国語は「予選」） 35.7％ 37.0％ ＋1.3
村民代表者会議の決定 49.0％ 46.4％ －2.6
内部討論による決定 9.5％ 5.0％ －4.5
選挙管理委員会の決定 9.1％ 5.0％ －4.1
党支部の決定 5.0％ 0.5％ －4.5
上級政府の決定 5.0％ 1.9％ －3.1
その他 0.4％ 4.0％ ＋3.6
④「差額選挙」での投票
　ａ） 「差額選挙」の制度は、ほぼ定着した
「差額選挙」での投票 2002年 2005年 増加率
村民委員会主任への投票 85.1％ 91.6％ ＋6.5









選挙の各段階ごとの適法状況 2002年 2005年 増加率
選挙管理委員会の設立 42.3％ 48.5％ ＋6.2
候補者の推薦 51.9％ 75.7％ ＋23.8
正式候補者の決定 29.5％ 36.9％ ＋7.4
「差額選挙」 79.7％ 91.0％ ＋11.3
すべての段階の適法の割合 11.2％ 16.6％ ＋5.4
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